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【日本の人口】
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卸売市場経由

食品製造経由

【我が国の農林水産物・食品の輸出額】

4,511億円（2011年） 7,502億円（2016年）

【世界の農産物貿易額】

1兆4,000億ドル（約136兆円）（2013年）
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【直接投資収益】9.3兆円（2011年）→14.6兆円（2016年）

【特許等使用料】0.8兆円（2011年）→ 2.1兆円（2016年）
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〇青果の産直取引、契約栽培、米麦、乳製品、食肉等
〇直売所、ネット通販、宅配など

青果 40%
水産 46%
食肉 90%

国内消費向け食用農林水産物
１０．５兆円

※資料：農林水産省「平成23年農林漁業及び関連産業を中心とした産業連関表」等を基に試算
本資料は年次や対象等が異なる複数の統計、調査等を組み合わせて作成したものであり、
金額等が整合しない点がある。
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１．食品市場全体のイメージ
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 食品流通においては、インターネット通販、産地直売等の増加等により、流通の多様化が進展。
 食品流通については、基本的に規制はなく、卸売市場にのみ様々な規制が課されている状況。

 この結果、卸売市場のシェアは低下しつつあることから、今後、消費者のニーズに応じつつ、生産者の所得向上
に繋がるよう、卸売市場法の抜本見直しや、生産者と流通業者・製造業者との連携による付加価値向上など流
通全体の構造改革を推進。

中央卸売市場の主な規制の現状

○売買取引の方法（せり売、入
札又は相対）

○第三者販売（仲卸業者、売買
参加者以外への販売）の原則
禁止

○商物の一致（当該市場内以外
での生鮮食料品等の
卸売の禁止）

○受託拒否の禁止

○代金決済の確保
資料:矢野経済研究所「食品宅配市場の展望と戦略」、日本チェーンストア協会「チェーンストア販売統計

」、日本フランチャイズチェーン協会「コンビニエンスストア統計」、日本通信販売協会「通信販売企業

実態調査報告書」、農林水産省「６次産業化総合調査」※2014は推計値

◇食品の業態別市場規模

流通の多様化が進んでいる中、
特に通信販売の伸びが顕著

卸売市場のシェアは、青果、水産でピー
ク時に比べて2/3程度に低下

資料：農林水産省｢食料需給表｣、「青果物卸売市場調査報告」等により推計
注： 卸売市場経由率は、国内で流通した加工品を含む国産及び輸入の青果、水産物等

のうち、 卸売市場（水産物についてはいわゆる産地市場は除く。）を経由したものの数
量割合(花きについては金額割合)の推計値。

◇卸売市場のシェアの推移（重量ベース、推計）
（億円）（億円） （2010の⾦額＝100とした場合の値）（2010の⾦額＝100とした場合の値）

３

１－１．卸売市場法の抜本的な見直しを含めた流通全体の構造改革
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■「野菜の標準規格」（平成１４年３月廃止）の変遷 （例 にんじん）

当初
（にんじんはＳ４９年に策定）

Ｓ５８年 Ｈ７年 Ｈ１４年

大
小

２Ｌ 250ｇ～（秋冬）
Ｌ 170ｇ～250ｇ
Ｍ 100ｇ～170ｇ
Ｓ 60ｇ～100ｇ
２Ｓ 40ｇ～ 60ｇ（春夏）

２Ｌ 300ｇ～（秋冬） 250ｇ～（春夏）
Ｌ 200ｇ～300ｇ（秋冬） 150ｇ～250ｇ（春夏）
Ｍ 120ｇ～200ｇ（秋冬） 80ｇ～150ｇ（春夏）
Ｓ 60ｇ～120ｇ（秋冬） 40ｇ～ 80ｇ（春夏）

※２Ｓを廃止し、簡素化

２Ｌ 250ｇ～（秋冬） 200ｇ～（春夏）
Ｌ 150ｇ～250ｇ（秋冬） 120ｇ～200ｇ（春夏）
Ｍ 80ｇ～150ｇ（秋冬） 70ｇ～120ｇ（春夏）

※Ｓを廃止し、簡素化

廃止

■規格の事例 全農広島県本部の規格（例 にんじん）

（出典） 全農広島県本部ホームページ

■規格の事例 S農協の規格 （例 にんじん）

（出典）骨太ＰＴ提出資料(1/18開催、さんぶ野菜ネットワーク 下山久信氏)

等級 大小

Ａ
品
・Ｂ
品

３Ｌ 300ｇ～ 400g
２Ｌ 230ｇ～ 300ｇ
Ｌ 170ｇ～ 230ｇ
Ｍ 120ｇ～170ｇ
Ｓ 80ｇ～120ｇ

等級 大小

Ａ

品

３Ｌ 400ｇ～
２Ｌ 300ｇ～ 400ｇ
Ｌ 200ｇ～ 300ｇ
ＭＡ 150ｇ～ 200ｇ
Ｍ 100ｇ～ 150ｇ
Ｓ 80ｇ～ 100ｇ
２Ｓ 60ｇ～ 80ｇ

Ｏ品 ＯＬ 、ＯＭ
Ｂ品 Ｂ、ＢＳ

簡 素 化 廃止

※ 大小の他にも、品位、１包装当りの重量、包装についての基準あり。

※ 大小の他にも、品位、１包装当りの重量、包装についての基準あり。 ※ 大小の他にも、１包装当りの重量、袋詰め等についての基準あり。

 野菜の大きさや品質の規格には、農林水産省が「野菜の標準規格」を昭和45年から順次定め、指導してきた。しかしな
がら、国が当該規格を定めていることで流通の合理化が進まないのではないかとの観点から、平成14年３月に廃止。

 平成14年４月以降は、出荷団体等が自主的な取組として規格を設けている。ただし、団体ごとに規格が異なること、区
分が細かすぎることで、非効率をもたらしているとの指摘もある。

 このため、これらの規格について、流通実態や消費者ニーズに即した合理的なものとなるよう自主的な見直しを促し、
農業者と実需者・消費者の双方がメリットを享受できるものとするため、産地・流通・製造・小売等の各分野から意見を
聴き、規格の見直しの視点を整理する。

４

１－２．民間事業者が定めた規格の見直しの取組の促進
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【出荷前】

○ 出荷量が日によって変動し、適正配車が難しい

ＩＣＴ活用の効率集荷システムの導入

 農産物流通の効率化を図るため、標準ＥＤＩ（標準化された受発注等の電子データの交換）の導入を通じた商取引の電子
化による商流の効率化、電子タグやトラック予約受付システム等のＩＣＴの導入等による物流の効率化を推進。

産
地

消
費
地

ＪＡ等の集出荷施設 卸売市場
物流拠点

小売店等

幹線輸送

生産者

小 売 店

消費者

産 地

受発注受発注

出荷・入荷情報自動分荷
出荷・入荷情報

一括検品

自動在庫管理

卸売市場

電子タグ 電子タグ

商流

物流

標準ＥＤＩ 標準ＥＤＩ

農産物流通（商流・物流）におけるＩＣＴ活用等のイメージ

物流

５

【出荷前】

○ 荷の手積み作業はドライバーへの負荷が大きく、効率が悪い

パレット化やフレコンの活用

【出荷時】

○ 各集荷場を回るため効率が悪く、待ち時間が長い

【荷受け（卸売市場等）】

○ 荷降ろしの待ち時間が長く、ドライバーの労働 時間が増える

ＩＣＴ活用のトラック予約受付システムの導入

１－３．農産物流通等における情報通信技術その他の技術の活用の促進
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見える化システムの全体イメージ

生産者と流通業者等を双方向につなぐWebシステム

①利用は無料、②誰でも閲覧可能、③商取引には介入しない（取引先候補の発見までを支援）

生産者

見える化システム

（スマホ対応） 生産品目、生産規格、
生産ロット等の登録

 事業者情報の検索、閲覧、比較、コンタクト

 生産者情報の検索、コンタクト

（事業者リクエスト掲示板の検索、コンタクト）

双方向コンタクト可能

 生産者、団体等の情報の検索、
閲覧、比較、コンタクト

（生産者の売り込み掲示板の検索、
コンタクト）

企業情報、取引条件、
ニーズ、規格等の登録

流通業者等

 卸売業者（市場内・市場外）
 ネット通販、宅配業者
 地域商社、輸出商社
 直売業者
 スーパー等小売業者
 外食、総菜、給食業者
 食品製造業者・・・等

 全国の多様な流通業者の取引条件等を「見える化」し、生産者が有利な出荷先を比較・検討できるシステムを開
発。

 生産者が多様な流通ルートの中から選択できる環境を整備。

６

２－１．生産者と流通業者等を双方向につなぐWebシステム
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検索・比較画面のイメージ（生産者がバイヤーを探す場合）
https://agreach.jp/

見える化システムの画面イメージ

７

株式会社○○○○

××県××××

株式会社□□

＊＊県＊＊＊＊

２－１．生産者と流通業者等を双方向につなぐWebシステム
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８

検索・比較画面のイメージ（バイヤーが生産者を探す場合）
https://agreach.jp/

見える化システムの画面イメージ

○○株式会社

株式会社△△

○○県○○○○

××県××××

２－１．生産者と流通業者等を双方向につなぐWebシステム
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○ 小売業者、飲食業者等又は食品製造業者が、契約栽培など農林漁業者と顔の見える関係で、継続した取引を行う場合、これに
必要な建物や設備の導入に際し、低利の融資が受けられます。 注）中小企業や事業協組合などが対象者です。

 農業者等による直接販売は、販売量が限定的であり、出荷・販売等を行うためのコストや、売れ残りリ
スクを自ら負うことに留意する必要があるものの、流通マージンを最小限に抑えられるとともに、農業
者自身が価格決定を行うことができ、また消費者ニーズを直接把握できるという点で農業者に有利な流
通形態の一つ。

 農業者が誰でも直接販売を選択することができるよう、直販ルートの整備・取組を促進。

９

農業者

消費者
直売所等での販売

⾷品製造業者

⾷品販売業者

継続した取引

継続した取引

食品生産製造等提携事業

○ 農林漁業者が流通・加工業者等とネットワークを構築して、消費者や実需者への直接販売を含めた新たな販路開拓等を行う場合や直売所等
の販売施設等の整備を行う場合、必要な費用の一部を補助します。

６次産業化ネットワーク活動交付金

インターネット販売等

２－２．農産物の直接の販売の促進

8



地理的表示（ＧＩ）
（根拠法：ＧＩ法）

・ 地域ならではの特徴的な産品をブランド化したい！
・ 地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの偽物を排除して本物を保護したい！

⇒地域ならではの農林水産物・食品の名称を
知的財産として保護する地理的表示（ＧＩ）保護
制度を活用した特色ある産品のブランド化。

ＪＡＳ制度
（根拠法：ＪＡＳ法→ＪＡＳ法改正法案を
国会審議中）

・ 産品や取組について国のお墨付きがほしい！
・ 自らの強みのアピールにつながる規格が新たに

欲しい！

⇒農産物・産品の「品質」を保証してきたＪＡＳ規格
について、その「生産方法」や「保管・輸送方法」等
も対象に（ＪＡＳ法改正法案を国会審議中）。

偽物、模倣を排
除し、ブランドを
保護

品質等の良さ、
強みの「見える
化」

１０

今後の農業の発展のためには、販売力を強化していくことが必要。販売力を向上させていくための様々な
仕組みがあるので、経営体が何に取り組んでいきたいかに合わせて、適切な仕組み、支援策を活用していく
ことが重要。

３．農産物の品質等についての適切な評価
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１１

規格の対象は、産品の成分等のほか、産品の生産方法、
事業者の運営・管理の方式、測定・分析方法等。

○ 規格・認証は、品質や生産・流通方法等の特性の適切な評価につながるツール。①サプライヤーにとっては産品や技術、取
組についての説明が容易に、バイヤーにとっては評価が容易になることによる取引の円滑化、②規格に合ったものの供給量の
増大による市場の拡大、③規格の水準・内容によっては差別化・競争力強化等に寄与するもの。

○ 規格・認証の活用を推進するため、①事業者や産地からの規格の提案をサポートし、強みのアピールにつながる多様なJAS規
格を制定。

強みのアピールにつながるＪＡＳ規格の制定

 規格に合っていることを国際的に通用する手続により認証・証明。

 海外の消費者も、一見して認証内容が分かる標語をマークに表示。

【見直し後】
（イメージ）

【現行】アピール内容が分かるＪＡＳマーク表示

産品の品質が出荷後に変化する場合、品質では表せない特色が
ある場合、ノウハウなど産地の秘伝や企業の秘密をオープンにし
たくない場合にもアピールへ活用可能。

認定機関名

鮮度管理
※英語表記にも対応

認定機関名

伝統製法の抹茶

通常の茶葉の粉末茶

「本物」を
類似品と差別化

■ 製法に関する規格
例えば、伝統的な抹茶をアピールするため、我
が国特有の製法を規格化。

■ 測定・分析⽅法に関する規格
例えば、⿂に臭みが出ない養殖技術をアピールするため、
臭み成分の統⼀的な測定・分析⽅法を規格化。

■ 管理⽅式に関する規格
例えば、鮮度をアピールするため、定温保管・輸送⽅式を
規格化。能⼒を有する事業者を認証。

○○いちご ○○いちご

認証事業者が扱うので
「新鮮」とアピール可能に

Fresh！適切な保管・輸送⽅式
⼀般養殖 特殊な養殖

養殖技術の⾼さを
根拠を⽰してアピール

客観的に⽐較可能！
「天然物と遜⾊なし」

天然
⾼ 低 低臭み

成分

統⼀的な測定⽅法

 事業者や産地の提案に応じて、自らの産品の品質や特色、「こだわり」についてのJAS規格の制定が可能。農林水産本省及びFAMIC((
独)農林水産消費安全技術センター)において相談窓口を設けるほか、予算事業による規格制定の支援を実施。

※現在、JAS法改正法案を国会審議中

３－１．ＪＡＳ制度の戦略的活用の方向
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１２

○ 地理的表⽰とは、地域で育まれた伝統を有し、その品質等の特性が⽣産地と結び付いている農林⽔産物・⾷品等の
名称。

○ この名称を知的財産として保護する地理的表⽰保護制度の運⽤を平成27年6⽉から開始。今後、国内外の市場において
ＧＩマークによる差別化と保護を図ることで、我が国の地域特産品のブランド化を促進。

地理的表示保護制度の大枠と効果

地理的表示（GI:Geographical Indication）

④ 生産者は登録された団体への加入等により
、「地理的表示」を使用可。

③ 不正な地理的表示の使用は行政が取締り。

② 基準を満たすものに「地理的表示」の使用を
認め、GIマークを付す。

①「地理的表示」を生産地や品質等の基準とと
もに登録（登録時の9万円以外に更新料等は不

要。）。

○ 地域共有の財産として、地域の生産者
全体が使用可能。

○ 訴訟等の負担なく、自分たちのブランド
を守ることが可能。

○ 基準を満たす生産者だけが「地理的表
示」を名称として使用可能。

○ 品質を守るもののみが市場に流通。
○ GIマークにより、他の産品との差別化が
図られる。

制度の大枠 効 果

生産地
産品の特性

○自然的な特性
・昼夜の寒暖差が大きいため、高糖度
の原料柿ができる
・晩秋から初冬にかけて川霧が発生し
干柿の生産に絶好の温度と湿度が整う

○人的な特性
・下伊那郡高森町（旧市田村）が発祥の
「市田柿」のみを使用
・じっくりとした「干し上げ」、しっかりとし
た揉み込み

○品質
・「市田柿」は特別に糖度が高い
・もっちりとした食感

○社会的評価・評判
・高い知名度がある

○その他
・きれいな飴色
・小ぶりで食べやすい
・表面を覆うキメ細かな白い粉化
粧

市田柿という名称
から産地と産品の
特性がわかる

地理的表示

市田柿

登録産品の例

結
び
付
き

夕張メロン

みやぎサーモン

三島馬鈴薯

山内かぶら

西尾の抹茶

神戸ビーフ

下関ふく

鹿児島の壺造り黒酢

（北海道）

（宮城県）

（静岡県）

（福井県）

（愛知県）

（兵庫県）

（山口県、福岡県）

（鹿児島県）

３－２．地理的表示保護制度
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